
マイナンバー制度の概要 

 
1.マイナンバー制度とは 
氏名、生年月日、性別、住所を 12 桁の番号(例 1234 5678 9012)に集約 
住民票を持つ全国民に付与される。番号は、終身変わらない。 
＊生まれて、出生届を出した時に番号を付委される。 
＊番号は、名寄せ(同一人物の選択)の為に活用できる。導入された最大のきっかけは年金基

礎番号で整理できていない記録が 5,000 万件あった為。番号がないと例えば斎藤、斉藤や

渡辺、渡透、渡部など同音異字の表記がある名前での特定が難しい。 
 
2.マイナンバーの利用範囲 
社会保障分野：年金、雇用保険、医療、介護保険等 
税分野：確定申告、源泉所得税、届出書 
災害分野：被災者生活再建支援金の支給 
などの他、社会保障、地方税、防災に関する事務で地方公共団体が条例で定める事務に利

用 
 
3-1.マイナンバー導入の国民のメリット 
社会保障給付の申請・届出等の際の負担が軽減 
社会保障に関する自己情報等の入手が容易 
税金の確定申告の際の利便性が向上 
公平で正確な税負担が実現 
 
3-2.デメリット 
個人情報が共通番号として結びつけられる。 
番号が漏えいすると個人情報がまとまって流出するリスクがある。 
なりすまし(仮に会社から漏えいすると被害にあった、従業員、家族から損害賠償請求を受

ける) 
＊2016 年～2018 年迄は民間利用が禁止されている。3 年後民間利用が認められると情報漏

えいのリスクが高まる。 
従って、クレジットカード番号レベルの機密性を要する。 
各会社での厳格な管理規定とセキュリティ対策が必要。 
＊ベネッセの個人情報漏えいでは 500 億円かかった。 
 
 



4 スケジュール 
2015 年 10 月-12 月 通知カード配布(個人番号カードではない。番号だけ知らせるもの) 
2016 年 1 月 マイナンバー利用開始(社会保障、税、防災) 
個人番号カード交付 
2017 年 1 月 「マイポータル」(自分のマイナンバーが何に利用されたかの履歴を自分 
で確認、管理する) 
2018 年 預金口康に適用(2021 年までは任意) 
2019 年 民間利用可能 
 
5.法人番号もマイナンバーが付番、適用される 
法人番号には、個人番号と異なり利用制限なし。 
国税庁から法人番号、商号、所在地を公表される。 
＊想定される利用法：支払い調書(報酬、料金、契約金など。個人であれば個人番号補助金 
申請など 
 
6.会社での対応 
マイナンバーの収集：番号と身元(本人)確認(通知カードと運転免許、パスポートなど) 
扶養親族の本人確認：会社が従業員に委任する(委任状を従業員に渡し、従業員が自分の扶

養親族の本人確認を行う) 
＊マイナンバー利用時には都度本人確認が必要だが、2 回目以降は初回の本人権認の記録

との照会も認められる。但し、照合を行った旨記録を作成すること。また、就業規則に「番 
号変更時の申告義務と定期的な更新作業を盛り込むことを検討。 
＊原則番号は、終身同じだがやむ追えない理由(紛失、漏えいによる不正利用)がある場合は

番号を再発行 
＊個人番号カード内の個人情報に変更が生じた場合(住所変更、結婚、離婚など)カード内記

載の情報の変更、更新 
個人番号記載の書類の保有と削除義務がある。 
扶養控除申告主：7 年 
厚生年金関係届出書類：退職、解雇、死亡から 2 年 
健康保険関係届出書類：退職、解雇、死亡から 2 年 
＊義務に従い、削除の必要あり、削除完了記録を残す必要あり。(委託した場合、削除作業

完了証明書を発行して貰う) 
削除記録の項目：特定個人ファイルの名称、時期、責任者・部署、削除方法など。 
削除方法：溶解、焼却、シュレツダー、ソフトウエア利用など 
 
 



7.安全管理措置 
個人情報(氏名、生年月日、住所、性別など)が特定個人情報(番号法により)となり氏名、生

年月日、住所、性別、マイナンバーなどの安全管理責任が全事業者に発生。 
 
個人情報取扱事業者(6 ヶ月以内のいずれかの日に 5000 以上の個人情報を扱う事業者)  

1.利用目的の特定及び本人への通知は義務 
2.特定個人情報取扱規定等の作成も義務 

上記(個人情報取扱義務者)に該当しない中小規模事業者 
1.は努力義務 
2.は義務だが特例あり 

上記に該当しない大企業 
1.は努力義務 
2.は義務 

  



豊富な品揃え 
お客様のニーズに合った、給与ソフトをお選びいただけます。 

 

OBC 奉行シリーズ（勘定奉行、給与奉行） 
奉行 i8 は、中規模・小規模企業向けの基幹業務パッケージとし

て最適 
 

 

弥生シリーズ（弥生会計、弥生販売、弥生給与） 
弥生は”かんたんやさしい”ので業務ソフト初心者にもぴったり。 

 

PCA 会計シリーズ（PCA 会計、PCA 給与、PCA 商魂） 
中小企業ユーザー向け業務パッケージソフトとして信頼を得て

います。 
 

  
達人シリーズ 
用途や予算に合わせてお選びいただけるグレードと驚きのコス

トパフォーマンス。 

 
 
給与ソフト、マイナンバー制度についてのお問い合わせはこちら！！ 

株式会社ユーズ 

TEL : 06-6341-5577  

FAX : 06-6341-6363 大阪駅前第 4 ビル４F 


